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書　評

で あ ろ う。

　本書を通 じて 筆者が 強調 して い る こ と

は ， 激変 した昭和史 に お ける教育事象 の

展開の 連続性で あ る。 敗戦に と もな う教

育 シ ス テ ム の 転換は，教育勅語体制 か ら

教育基本法体制 へ
， とい う公式で解釈 さ

れ る場合が 多い が ， 筆者は ，
こ の 公式的

理解を批翹 し， 教育シ ス テ ム の 基幹的な

部分に つ い て ， 連続性が 大 きい こ と を

6 ・3制 の 構想，中等 ・高等教育の拡大傾

向な ど に注 目す る こ とに よ っ て 主張 して

い る。 連続面 と 非連 続 面の ， ど ち らに

ウ ェ イ トを お い て 昭和教育史の 事象を解

釈するかの 問題で あ るが ， 政治体制 の転

換 に と もな う非連続面が大 きい こ と も無

視で きな い
。 た とえ ば教育に 関す る意思

決定 シ ス テ ム の 転換 （勅令主義 か ら法律

主義へ ）， 教育内容面に おけ る非連続面

の大 きさは どの よ うに解釈 され るの だ ろ

うか 。 本書を読んで 残る疑問で あ る。

　本書は，昭和教育史に お け る戦前 と戦

後 の 間の 非連続面をどの よ うに 評価する

か ， とい う課題を提起 して い るよ うに思

われ る。 本書は ， 豊富な 資料に裏打 ち さ

れ て お り， 昭和教育史に 関す る重要な学

術的文献 の 一
つ と評価 され て よ い し， ま

た読 み易 く書か れて お り，今後，現代教

育史 の分野に 関 して 啓蒙 的な役割 を はた

す こ とも期待で きる。
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藤原良毅　著

『現代日本高等教育機関地域配置政策史研究』

東京工 業大学 牟 田 博 光

　著者は本書に先立 ち 「近代 日本教育機

関地域配置政策史研究」（明治図書 ， 昭和

56年）を刊行 して い る。 こ れ は明治期か

ら第 2 次世界大戦終結 まで の 期闇に お け

る ， 高等教育の 地域配置政策 の 歴史的推

移に つ い て 分析 した もの で ある 。 本書は

そ の 続編 に あ た り， 同 じテ
ー

マ に つ い

て ，大戦後か ら昭和62年 まで の 43年間を

扱 っ て い る 。 他に 類書の な い 労作 で あ

り ， この 方面 の 研究者に と っ て は貴重な

参考資料と な ろ うQ

　本書 は 高等教育機関地域配置政策の 変

遷を，そ の 社会的背景 と の 関連 に 注 目し

なが らその 特色を明らか に す る こ とを意

図 して い る。 著者は戦後の 高等教育機関

配置政策を ， 5期に分けて 次の よ うに説

明 し， また ， 各時期段階の推移 と と もに

僅少なが ら緩和 され て い くもの の
， 高等

教育機関の 特定都市 へ の 集中が顕著で あ

る こ とを示 して い る 。

　第 1期 「高等教育制度創設準備期 （昭

和 20年 〜 22年）」 は連 合国軍 の 占領下 に

お い て ．あ らゆ る面 に お い て 旧体制か ら

新体制へ の
一

大転換 が 図 られ た 時期で ，

高等教育で も， 教育使節団報告書 に よ り

高等教育制度 の 改革 に っ い て の 必要性が
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勧告 され，高等教育制度創設に関す る準

備体制が築かれ た。

　第 2 期 「高等教育制度創設期 （昭和 23

年 〜 27年）」は文部省 の 「新制国立大学設

置案」な ど新制大学 に 関す る原則が示 さ

れ，新制高等教育制度の 創設が はか られ

た 。 大学 の 設置，昇格 に関す る多数の 建

議 ， 請願等 も33件出され て い る。

　第 3 期 「高等教育制度展開期 （昭和 28

年 〜 37年）」 は全社会的な 占領体制 の 再

検討が な され る情勢の 中で ， 専科大学 ，

5 年制専門学校制度等 に つ い て 論議が 展

開 された 。 また ， 国土総合開発計画， 地

域圏開発計画 都市計画的観点か ら， 高

等教育機関の 東京等大都市集中に 伴 う弊

害 に対す る認識の 必要が 強調 され た 。 国

会 に提出 され た大学設置等 に関す る建議

等は 100件に 及 び ， 地理 的位 置を そ の 理

由に挙げ るもの も多く見 られ た 。

　第 4 期 「高等教育制度転換期 （昭和38

年 〜 50年）」 は新全国総合開発計 画の
一

翼 と して 教育 ・ 文化の 振興を重視する 国

土計画的政策 ， 地域圏整備との 関連 に お

い て 大学等設置の 抑制 また は促進を図 る

地域開発的政策，大学等の 大都市集中に

伴 う都市問題を防除す るため そ の 地方分

散を必要 とす る都市計画的政策 ， 高等教

育機関の 大都市偏在を是正 し地域配置の

適正 と教育機会の 均等 を図 る教育制度的

政策等が 展 開され た Q ま た，医科大学偏

在の 是正 ， 勤労青少年 に 対す る高等教育

の 機会確保 の た め の 大学夜間部の 設置の

要望 も出 された 。

　第 5 期 「高等教育整備期に お ける配置

政策 （昭和51年〜62年）」は高等教育懇談

会 に よ る高等教育の 整備計画 に 関す る最
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終報 告 が行われ，臨時教育審議会の 答

申， 第 4 次全国総合開発計画 の 策定が な

され た。 都市
一

極集中の是正 と多極分散

の 方向か ら， 大学等の 適正 配置を求め る

国土計画的政策，魅力 あ る地方建設の 核

と して 大学等 の配置を強調す る地域開発

的政策， 教育懇談会， 中央教育審議会 ，

臨時教育審議会等の 報告や答 申に おけ る

高等教育機関の 地域格差の 是正 と教育機

会 の 均等 を実現 させ る た め の 計画的整

備 ， 及び そ の適正配置 を重視す る教育制

度的政策が提唱 され た 。

　著者は法案， 国会で の 審議， 建議 ， 請

願等の 資料を丹念 に調 べ あ げ ， 高等教育

地域配置に 関す る政策 を細か く整理 して

い る。 た だ ， 欲 を い え ば ， 資料 を網羅的

に取 り上 げる こ とが ， 高等教育配置政策

の話の 大 きな筋道をい く らか わ か りに く

くして い る きらい が あ り， また ， 地域別

の 学校数等に つ い て は 第 7 章で ま と め て

関係統計資料の 説明を行 っ て い るが ， 政

策が実現 され る （実現 され な い ）メ カ ニ

ズ ム に っ い て踏 み 込ん だ記述が もう少 し

あ っ た方が ， 高等教育政策の ダイ ナ ミズ

ム が よ り理 解 しや すか っ た の で は ない か

と思わ れ る 。 私立学校振興助成法の 成立

に よ り定員超過率の コ ン ト ロ ール が 容易

にな っ た こ とが私学の 地方分散に 効果が

あ っ た こ と，最近公私協力方式 な どに よ

り， 地方 自治体が 地方分散 の実効 に強 く

関与 して きて い る こ と ， 専修学校が地方

分散政策の 制約外に 置か れ た こ とが 専修

学校を含め た高等教育機関の 地方分散政

策の 実効を困難 に した こ とに っ い て も，

もう少 し言及が あ っ た ほ うが良か っ た の

で は な い か と思 う。
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